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平成 26（2014）年第 3四半期（7～9月）国内概況 

 

◆鉱工業生産指数（季節調整済み、2010年基準）は、前期比1.9%上昇の 96.7と消費税引き上げ後2四半期連

続で低下した。業種別に見ると、電子部品・デバイス工業が前期比 2.6%上昇したものの、情報通信機械工業

の 13.5%低下をはじめほとんどの業種で低下した。為替相場は 1 ドル 103 円 92 銭となり、前期比 1 円 79 銭

円安で推移した。建築着工は、非居住用の減少が影響し、全体では前期比 6.5%減となった。新設住宅着工

戸数は前期比 3.7%減となった。国内企業物価指数は前年同期比で 3.9%の上昇、生鮮食料品を除く消費者

物価指数は 3.2%の上昇となり、両指数とも 2013 年第2 四半期以降6 期連続の上昇となった。エネルギーの

消費者物価指数は前年同期比 6.9%上昇と、8 期連続の上昇となった。貿易額は、輸出が前期比 4.4%増、輸

入は同3.6%増となった。貿易バランスは東日本大震災以降14期連続の赤字となった。 （野界 美帆） 

 

◆ 一次エネルギー国内供給は前年同期比 4.5%減の 115,310×1010kcal、第 2 四半期に続いて前年

同期割れとなった。石炭の一次供給は 1.9%減の 32,691×1010kcal、2 期連続の減少となった。石油は

9.7%減の 46,385×1010kcal、7 期連続の前年同期比減となった。一方、天然ガスは 29,138×1010kcal, 

2.2%増となった。一次電力供給は、6.5%減の 7,097×1010kcal、4 期連続の前年同期比減となり、原子

力が 2013 年 10 月以降ゼロとなっている影響が大きい。エネルギー自給率は 7.1%、東日本大震災前

の 2010 年同期比 11 ポイント減となり、供給安定性の脆弱化が懸念される。また、化石燃料シェアは

93.7%、2010 年同期比 11 ポイント増となった。 (呂 正) 

 

◆ 第3四半期の発受電電力量は、10社計で前年同期比6.0%減の2,287億kWhとなった。原子力は2013

年10月以降、1年間ゼロの実績が続いている。火力・水力もそれぞれ前年同期比4.6%減の1,625億kWh、

同1.5%減の179億kWhと減少した。総発電電力量に占める火力の割合は89.8%となり、前年同期の88.2%

からさらに増加した。東日本大震災前の2010年度の同期は60.0%であり、震災以降、火力への依存度が非

常に高くなっている。燃料消費実績に基づく火力電源構成のうち、石炭は前年同期比 2.7%減、原油は同

48.7%減、重油は同 34.8%減、LNG は同 0.9%増となり、特に LNG 火力への依存が増している。販売電力

量は、10社計で前年同期比5.4%減の 2,111 億kWh となった。電灯・電力（特定規模需要を含む）いずれも

前年同期比マイナスで、特に業務用のマイナス幅が大きかった。低気温影響もあるものの、景気動向が懸

念される。大口産業別需要実績は、10 社計で前年同期比 1.5%減の 685 億 kWh となった。非鉄金属を除く

全ての業種で前年同期実績を割り込み、特に、電力多消費産業である鉄鋼および機械業種もそれぞれ 5

四半期ぶり、4 四半期ぶりに前年同期比が減少に転じ、大手の製造業においても景気回復の足踏みが懸

念される。 (碇井 良平) 



 

◆ 燃料油販売は前年同期比9.4%減の4,200万klとなった。油種別に見ても、販売量は消費税増税の影響

を受けて全ての油種で減少した。ガソリンは店頭価格の上昇もあり、前年同期比 6.3%減となった。仮需要素

の少ないナフサはエチレンプラントの定期修理の影響もあり、10.6%減少となった。軽油は景気の回復遅れ

や復興需要の落ち着きで陸上物流が低調だったことなどにより、1.9%減となった。また、B/C重油は電力向け

需要が大幅に減少したことなどにより、24.9%減と全油種の中で最も減少率が高くなった。 (岩田 創平) 

 

◆ エネルギー供給構造高度化法への対応で3月末に一部の製油所の原油処理機能を停止したため、原

油処理量は 6.6%減の 4,740万klとなり、原油輸入量は 7.8%減の 4,772万kl となった。原油輸入を地域別

に見ると、中東からの輸入量はサウジアラビア、カタール、クウェートなどの減少により 6.2%減、中東以外か

らの輸入量はインドネシアなどの東南アジア、ロシア、アフリカなどの減少により 16.4%減となった。この結

果、中東依存度は 85.8%と 2011年第4四半期以来の 85%越えとなり、前年同期を 1.5ポイント上回った。燃

料油輸入は国内の需要減少を反映してガソリン、B・C 重油で前年同期を下回り、0.8%減の 865 万 kl となっ

た。燃料油輸出は原油処理量の減少のためガソリン、A 重油以外の油種で前年同期を下回り、11.3%減の

708 万kl となった。 (江藤 諒) 

 

◆ 都市ガス販売量は 83 億 4,039 万m3 (41.8605MJ/m3換算)で、前年同期比 1.6%増となった。用途別に

みると、気温が前年より低かったことで家庭用は給湯需要が増加し 6.2%増、商業用は空調需要が減少し

6.5%減となった。工業用は発電向け需要が堅調なことや新規需要の開拓などにより 4.1%増となった。用途

別のシェアを見ると、家庭用が 14.7%（前年同期は 14.1%であり、前年同期比 0.6 ポイント増）、商業用が

14.0%（同 1.2 ポイント減）、工業用が 61.6%（同 1.5 ポイント増）、その他用が 9.6%（同 0.9 ポイント減）となっ

た。工業用においては 2年連続でシェアが 60%を超えた。 (大野 聡美) 

 

 

お問い合わせ：report@tky.ieej.or.jp 
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